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一般社団法人日本介護福祉経営人材教育協会 会員規程 

 

 

 

（総則） 

第1条 この規程は、一般社団法人日本介護福祉経営人材教育協会定款（以下「定款」という）

第37条に基づき、会員制度について定める。 

 

（会員の種別と身分） 

第2条 本会に社員のほか次の会員を置く。 

(1)個人正会員 

(2)学生会員 

(3)法人正会員 

(4)賛助会員 

2 前項の会員は、いずれも定款第5条に定める社員ではない。 

 

（資格要件） 

第3条 会員資格要件は、次の通りとする。 

(1)個人正会員 本会の目的に賛同する者で、「介護福祉経営士2級」以上の資格認定試

験に合格し、所定の入会手続きを行い、理事会で承認された個人。 

(2)学生会員 本会の目的に賛同する者で、「介護福祉経営士2級」以上の資格認定試

験に合格し、所定の入会手続きを行い、理事会で承認された個人。 

(3)法人正会員 個人正会員の資格要件を満たす者が構成員として所属し、かつ、所定

の入会手続きを行い、理事会で承認された企業又は団体。 

(4)賛助会員 本会の目的に賛同し、その事業を援助するために、所定の入会手続き

を行い、理事会で承認された個人・企業又は団体。 

 

（入会申込） 

第4条 入会を希望するものは、本会指定の入会申込書に必要事項を記入し、本事務局に申し込

むものとする。 

2 入会に特段の不具合が認められず、理事において異議がない場合は、理事会を待たず

に入会を一時的に認めたものとする。 

3 前項において理事会にて入会が不許可となった場合には、入会を取り消し、支払済み

の会費は返却する。 

4 入会日は、理事会が入会を承認した日とする。 

 

（入会金・会費） 

第5条 本会の会員は、別表に定める入会金及び会費を納めなければならない。 

2 本会の会費は年会費制とし、原則として、本会の請求に基づき前納一括納付するもの

とする。 
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（入会の不承認） 

第6条 入会を申し込んだものについて、次の各号のいずれかに該当することが認められた場合、

入会を承認しないことがある。 

(1)入会申込の際の申告事項に、虚偽の記載、誤記、記入漏れ等があった場合。 

(2)理事会で入会承認後、一定の期間を経過しても、会費の支払いがない場合。 

(3)過去に本会から会員資格を取り消されたことがある場合。 

(4)その他理事会が入会を不適当と判断した場合。 

2 承認後であっても、承認した会員が前項のいずれかに該当することが判明した場合、

承認を取り消すことがある。 

 

（会員種別の変更） 

第7条 賛助会員は、本会が認める所定の手続きを経て正会員へ会員の種別の変更を行うことが

できる。 

 

（退会） 

第8条 所定の手続きにより、退会の申し出があったとき会員資格を喪失し退会する。ただし、

未払いの会費等がある場合には、会員は、退会後も本会に対する未払い分の支払いを免

れないものとする。 

2 定款その他の規程及び規則等に違反し、あるいは本会の名誉及び信用を傷つけ、本会

の目的に反する行為をしたとき、その他、正当な事由があるとき、理事会の決議により

会員を退会させることができる。 

3 前2項の場合のほか、会員は次のいずれかに該当するに至ったとき、その資格を喪失

する。 

(ア)当該会員の死亡又は解散 

(イ)前5条第1項の支払い義務を3か月以上履行しなかったとき。 

4 前3項により会員の資格を喪失したときは、本会に対する権利を失う。ただし、会員

がその資格を喪失しても、本会にすでに納入した会費等そのほかの拠出金は、理由の如

何を問わず返還しないこととする。 

 

（サービスの利用） 

第9条 会員は、本会が提供する別表に定めるサービスを利用することができる。 

 

（著作権） 

第10条 本規定第9条のサービスによって提供される情報の著作権は本会に帰属する。 

 

（情報の二次使用権） 

第11条 本規定第9条のサービスによって提供される情報は、複製、編集、加工、発信、販売、出

版その他いかなる方法においても、著作権法に違反して使用することを禁止する。 
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（会員名簿） 

第12条 本会に会員名簿を備える。 

2 会員が死亡、解散し、退会したものとみなされ、または登録の取り消しを受けるとき

は、その者を会員名簿から除くものとする。 

 

（会員証の交付及び返還） 

第13条 本会は、入会した会員に会員証を交付する。 

2 会員が死亡、解散または退会処分を受けたときは会員証を返還しなければならない。 

3 本会が発行した会員証は会員の責任において管理するものとする。本会は、会員がこ

れらを消失、または第三者に使用されたことにより会員が被った損害について一切責任

を負わないものとする。 

4 本会が発行した会員証は、第三者との共有、第三者への貸与、譲渡は一切禁止する。 

 

（会員に対する通知等） 

第14条 会員に対する通知または書面の送達は、次の各号の方法による。 

(1)本会のホームページ 

(2)会員名簿に記載された会員の住所地 

 

（届出事項の変更） 

第15条 会員は本会に届け出た氏名及び法人名、住所、電話番号、メールアドレス等に変更が生

じた場合には、遅滞なく本会に所定の方法により届け出ることとする。 

 

（規定の改定） 

第16条 本規程の改廃は理事会の決議によって行う。 

 

（免責及び損害賠償） 

第17条 会員は、本会の活動に関連して取得した情報、資料等について、自らの判断によりその

利用方法を決定するものとし、これらに起因して会員または第三者が損害を被った場合

であっても、本会は一切責任を負わないものとする。 

2 会員が退会等により会員資格を喪失した後も、本条の規定は当該会員に対して継続し

て効力を有するものとする。 

3 会員が本規程に反した行為、または不正若しくは違法な行為によって本会に損害を与

えた場合、本会は当該会員に対して損害賠償の請求ができるものとする。 

 

（合意管轄） 

第18条 本規程に基づく会員と本会との間の紛争については、東京簡易裁判所または東京地方裁

判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

附 則 

１．この規程は平成25年4月1日から施行する。 

２．平成27年3月10日より、本改定を施行する。 
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【別表】 

会員種別 入会金 会費(年額) 特典 

個人正会員 

 

5,250円 10,500円 ▼本会主催の情報交換会等への招待 

▼本会主催セミナーの参加費割引 

▼支部研究会の参加のご案内（※参加費用別

途） 

学生会員 無料 無料 ▼共通特典の一部に限定 

法人正会員 

 

※入会金はＡま

たはＢの条件の

うち金額が高い

ものを適用する 

 

※ＡまたはＢの

条件に該当しな

い法人・団体等

の入会金は、一

律 105,000 円 と

する 

【Ａ】 

①105,000円 

（指定介護保険事業所の

数が10以上） 

②52,500円（同5以上） 

③31,500円（同5未満） 

10,500円 

× 

「介護福祉

経営士」登

録人数分 

▼｢介護福祉経営士｣資格認定試験合格者の資

格認定登録における個人の入会金（5,250円）

を免除 

▼本会主催セミナーの招待または参加費割引 

▼支部研究会の参加のご案内（※参加費用別

途） 

▼本会発行物への広告掲載の優待 

▼本会ホームページにて法人名を紹介 

▼提携セミナーの参加費割引 

【Ｂ】 

①210,000円 

（資本金１億円以上） 

②105,000円 

（同3,000万円以上） 

③52,500円 

（同3,000万円未満） 

賛助会員 無料 110,000円 

（一口） 

▼セミナー等当会主催イベントでのチラシ・

パンフレット配布協力 

▼本会主催セミナー等で展示設備がある場合

の優先案内 

▼本会発行物への広告掲載の優待 

【共通特典】 

▼会員証の発行 

▼情報紙『介護福祉経営士ニュース』の購読 

▼会報誌の購読（季刊） 

▼当会推薦図書の割引提供（20％割引） 

▼法人会員の求人情報の提供（会報誌等にて／不定期） 

【「介護福祉経営士」登録の更新について】 

※個人正会員、および法人正会員で法人を通じて登録している「介護福祉経営士」について、資格認定

期間は３カ年とする。 

※資格認定登録の更新に要する手数料は10,000円（税別）とする。 

【法人正会員の特典について】 

※送付物は本社等に一括送付とする。 

※法人正会員および法人正会員を通じて登録している「介護福祉経営士」が正会員として有する権利は、

当該法人が会員登録している期間に限る。 

※会員登録している法人を退職・卒業等で離脱した「介護福祉経営士」が、会員活動の継続を希望する

場合は、個人正会員として再入会することを認める。 

2019年10月1日 更新 


